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調査新聞　Corriere della Sera edizione di Roma
　　　　　（2009年４月21日～29日）
主要記事
　イタリア人に敗戦の意識はないようである。国際常識ではイタリアは敗戦
国であるが，イタリア解放記念日はファシストからイタリア市民が解放され
た記念日との認識からか，第二次世界大戦に関する記事は散見できない。日
本からみれば第二次世界大戦は昭和16（1941）年の真珠湾攻撃から始まるが，
ヨーロッパにおける第二次世界大戦は，昭和14（1939）年９月１日のドイ
ツ軍によるポーランド侵攻に始まる。イタリアは昭和15（1940）年６月10日，
イギリス・フランスに宣戦布告しているが，ファシスト共和政府のムッソリ
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ーニが昭和18（1943）年７月，国王によって解任される一方で，この年の
９月，連合軍がイタリア本土に上陸すると，イタリア新政府（バドリオ政権）
は無条件降伏を申し出ている。その後同じ年の10月にバドリオ政権はドイ
ツに対して宣戦布告して連合国側に参加，昭和20（1945）年７月には日本
にも宣戦布告している。
　このような経過から見るとイタリアは第二次世界大戦における敗戦国と位
置づけるのは果たして正しいのか疑問になる。イタリアの新聞紙上に「戦後」
の二文字を発見できないのはこうした経緯があるからであろう。筆者の調査
ではイタリアのメモリアルディは上記のように４月25日・イタリア解放記
念日（祝日）のみであるが，この日はイタリアのパルチザン部隊がドイツ軍
を破り，イタリア北部をドイツ軍とファシストから解放した日である。記事
例は略す。
４．考察
　本稿で取り上げた各国の新聞がそれぞれの国においてどのような立場を代
表する新聞であるかという問題や筆者が主に戦後報道の記事として注目した
各国のメモリアルディの記事が分析にふさわしいか否かという議論はあろう
が，日本の戦後報道の視点として筆者が指摘した３つの視点から考察する。
　まず基本的に第二次世界大戦は戦勝国からみれば，それはあくまでドイツ・
ヒットラーやイタリア・ムッソリーニ，日本・東條英機などに代表されるフ
ァシズムとの戦いであり，人類史上例をみない悲劇的な虐殺に満ちた，人道
上許されない罪として各国が戦後60年余りを経過した今も明確に記憶する
義務を認識していることを各新聞から読みとることができた。と同時に，日
本の戦後報道がそうであるようにただひとつの国を除いて，各国の戦後報道
は被害者としての立場，被害国としての報道が支配的である。これは日本の
侵略により悲惨な戦場となった中国・韓国はもとより，アメリカ・フランス
や国際常識では敗戦国ともいえるイタリアでも同様である。例外としてあげ
られるのはドイツである。ホロコーストの言葉で表現されるナチスによる大
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虐殺の事実をドイツは全国民が記憶しなければならないこととし，戦後直ち
に加害国としての立場を鮮明にし，謝罪と賠償に取り組んできた。ドイツメ
ディアもこのナチスによる罪について，決して忘れ去ろうとせず，あらゆる
機会をとらえ，過去を伝えつづけることに敏感である。まさにドイツ国民は
今も痛みを抱える国民的記憶として，民族の集合的記憶として過去に向き合
っていることを今回調査したドイツやフランスの各紙から知ることができる。
　翻って日本はどうであろう。筆者が指摘した被害国に大きく傾斜した日本
の戦後報道の理由のひとつに，広島・長崎への世界で初めて，そして唯一の
原爆投下があげられるかもしれないが，小菅４）は日中和解の可能性に言及
する過程で「第二次世界大戦の後，戦勝国が敗戦国に対して行った戦争犯罪
裁判を通してデザインされた戦後和解とは，線引きとバランスを前提とする
ものであった。すなわち，裁きを通して，侵略行為と残虐行為の責任を一部
の敗戦国の国民に負わせ，彼らを＜加害者＞（侵略戦争の指導者，残虐行為
の命令者）として，それ以外の者を＜被害者＞あるいは＜無実の者＞（犯罪
的指導者である加害者らに欺かれ，その犠牲となった者）として，まず線引
きをする。そのうえで，正義と不正義のバランスをとり，敗戦国の被害者あ
るいは無実の者と，戦勝国の国民とのあいだの関係を修復し刷新しようとす
るものであった」と指摘している。極端な言い方をすれば日本では A級戦
犯以外は被害者であったとの戦後認識がこのことによって定着し，加害のタ
ブーが戦後メディアの主流となったのではないかと考えられる。このことに
鋭く切り込んだ記事が韓国『東亜日報』の前掲記事「ドレスデンと南京」と
いえる。
　本稿は日本の戦後報道を批判することが目的ではない。しかし各国の戦後
報道を比較することから，あらためて日本の「戦後還暦」報道が被害国・日
本に大きく傾斜していたことが確認できた。と同時に筆者が第３の視点とし
て指摘した日本のメディアの内向き報道が明確になったと認識できた。ある
意味で第二次世界大戦という人類史上例をみない残虐性に満ちた戦争の歴史
の記憶について，日本メディアは世界各国との記憶の共有から遠い位置にこ
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れまであったのではないかということである。
　また，中国・韓国と日本のジャーナリズムを比較した時，共通の言葉のあ
まりの少なさに暗澹とさせられる。戦後60年余りを経てなお，アジア各国
と日本の認識のギャップは大きく，戦後和解への道をたとえ遅々としてでも
進みつつあるとは言えない。グローバル時代にあって確かに，経済面では相
互補完や相互依存が急速に強まり，中国・韓国とともに日本は東アジア経済
圏を形成しているが，これが第二次世界大戦の歴史を媒介とする時，たちま
ちチャンネルが途絶えてしまう危惧を筆者は感じた。
　特に靖国問題は戦後40周年の昭和60（1985）年８月15日，「戦後政治の
総決算」を唱える中曽根康弘首相と閣僚が揃って A級戦犯を祀った靖国神
社に公式参拝して以来，常に政府要人による参拝が歴史認識対立の中軸と
なってきた。戦後和解の道をいまだに模索する日本の過去の清算は，平成７
（1995）年に明白な謝罪を述べた村山富市首相の言葉に常に立ち戻る必要が
ある。その際，日中・日韓の相互理解を深めるために，新聞のみならず各メ
ディアはステレオタイプな報道からどう脱却できるかが，今でも戦後報道に
おいての課題である。付け加えるならば，『人民日報』・『東亜日報』にも掲
載された南京虐殺問題は，平成20（2008）年，平成21（2009）年に中国・
韓国での記事が多くなっている。加害者としてタブーだったこの問題が，世
界各国との記憶の共有の中で和解への道のハードルとならないよう，日本の
メディアも歴史の事実を伝える必要があろう。
　日韓の間に横たわるさまざまな課題において秀れた論考を行っている韓国
の朴５）は「戦後日本が平和主義的だったという事実は，韓国の認識の外に
ある。また日本は，内実はともかくも繰り返し謝罪を行ったが，少なくとも
1990年代までは『謝罪する日本』が明確に認識されることもなかった」と
述べ，「反省なき日本」への再考を韓国国民へも促しているが，こうした齟
齬を埋める役割こそメディアに課せられた使命ではないだろうか。
　ところで戦後40年，前述したように中曽根首相が靖国神社に公式参拝を
行った同じ年に西ドイツ（当時）のワイツゼッカー大統領は議会で自国の歴
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史の汚点に敢えて言及し，ドイツの敗戦の日である1945年５月８日とヒト
ラーが政権を獲得した1933年１月30日を分けて考えてはならないとし，若
い人たちに「対立でなく，協調して生きる術を学んでください」と呼びかけた。
　第二次世界大戦で同じ敗戦国となった日本とドイツ，しかし，過去の克服
という重大な戦後責任を考える時，ふたつの国には明確な違いが際立つ。一
言でいえば「加害の意識」ということになろう。筆者が調査にあたって冒頭
指摘した３つの視点をあてはめると日本の戦後報道は「被害の意識」が先行
し，加害者でもあるとの認識が希薄といわざるを得ない。また，日本は戦後
処理の問題をドイツに学んだかと問われれば，否と答えざるを得ない。ヨー
ロッパにおけるドイツとアジアにおける日本について，日本のメディアはど
こまで，戦後，報道し得たかというと心もとない。日本の内向き報道がその
機会を失したとは言えないだろうか。しかもアジアにおける日中・日韓の戦
後和解は，日本はもとより，中国・韓国のみならず，アメリカをはじめ経済
的に密接な関係を持つ多くの国々の関心事である。日本のジャーナリズムは
その意味で，世界各国との関係において，戦争の記憶の共有にもっと力を尽
くすべきではなかったかと悔やまれる。
　日本のメディアは戦後還暦の戦後60年をターニングポイントして報道の
節目としたことは筆者が述べたとおりである。最後に，ドイツの例をあらた
めて持ち出すまでもなく，アジアにおいても過去の克服・戦後和解への課題
は依然として継続しており，広島・長崎を語るならば，加害国でもある日本
の戦後姿勢が問われることにもなる。その意味で日本の戦後報道の真価が問
われるのはむしろこれからではないか。
５．おわりに
　平成21（2009）年４月，世界のメディアはアメリカ・オバマ大統領のプ
ラハ演説を大々的に報道した。オバマ大統領はアメリカが「核兵器を使った
唯一の国として」，「核兵器のない世界」実現のために努力する「道義的責任」
があることを明言した。また，日本では政権交代が行われ，民主党の鳩山首
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相はアジア重視に向けて動き出した。核廃絶とアジア重視は日本にとって，
ともに第二次世界大戦の戦後報道の延長線上に位置する最大の報道課題であ
る。
　今こそ日本のメディアは，被害国・日本に傾斜した内向きの戦後報道では
なく，同時に加害国でもあったとの認識を踏まえ先の大戦の記憶を世界各国
で共有することに努力を傾注すべきであろう。さらに，ワイツゼッカーの呼
びかけにあったように，対立を超えて協調して生きるメッセージを若い世代
に伝える新・戦後報道に取り組むべきではないだろうか。
　平成21（2009）年10月14日付け『朝日新聞』のコラム「天声人語」６）
は被爆した詩人，栗原貞子さんの一節を掲載した。「＜ヒロシマ＞というと
き＜ああヒロシマ＞とやさしくこたえてくれるだろうか＜ヒロシマ＞といえ
ば＜パールハーバー＞＜ヒロシマ＞といえば＜南京虐殺＞……」
　戦争を問い続ける姿勢をメディアは忘れてはならない。
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